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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 9社
主要な連結子会社の名称
ナストーア株式会社、ナス鋼帯株式会社、ナス物産株式会社、クリーンメタル株式会社、ナスクリエ
ート株式会社、ナスエンジニアリング株式会社、ナステック株式会社、宮津海陸運輸株式会社、
NASTOA（THAILAND）CO.,LTD.

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
主要な非連結子会社はありません。
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社11社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲に含めておりません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用非連結子会社の数
該当する非連結子会社はありません。
持分法適用関連会社の数 1社
持分法適用関連会社の名称 三豊金属株式会社

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
（非連結子会社）
主要な非連結子会社はありません。
（関連会社）
主要な関連会社はありません。
持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社11社及び関連会社１社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽
微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲に含めておりません。

（3）持分法適用手続きに関する特記事項
持分法適用関連会社については、事業年度が連結会計年度と異なるため、連結計算書類の作成にあた

っては２月末現在で仮決算を実施しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を行っております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、NAS TOA（THAILAND）CO.,LTD.（２月末日）を除き、連結決算日と一致

しております。なお、連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用して連結決算を
行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行ってお
ります。

４．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており
ます。）
市場価格のない株式等
…移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）によっております。
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

主として売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
主として従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づき算定しております。

③ 環境対策引当金
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等廃棄物処理に関する支出に備えるため、当連結会計年度末において

その金額を合理的に見積もることができる額を計上しております。
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④ 金属鉱業等鉱害防止引当金
金属鉱業等鉱害対策特別措置法に規定する特定施設の使用終了後における鉱害防止費用の支出に備え

るため、所要額を計上しております。
⑤ 事業整理損失引当金

一部の連結子会社の事業整理に伴い発生する損失に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計
上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社グループは、主にステンレス鋼板及びその加工品の製造・加工・販売を行っております。このよ

うな製品の販売については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。国内の販売にお
いては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、出荷
時に収益を認識しております。
なお、製品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、他の

当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の事業者に支払う額を控除した純額を収益として
認識しております。

（5）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用及び数理計算上の差異は、その発生年度において一括償却しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 繰延資産の処理方法
社債発行費については社債償還期間（5年間）にわたり均等償却しております。
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② ヘッジ会計の方法
（ヘッジ会計の方法）
原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たし

ている場合には振当処理を採用しており、金利スワップ取引について特例処理の要件を満たしている
場合には特例処理を適用しております。
（ヘッジ手段とヘッジ対象）
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
為替オプション取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
通貨スワップ取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
商品デリバティブ取引 原材料及び買掛金
金利スワップ取引 借入金
（ヘッジ方針）
当社の社内規程である「ヘッジ取引規程」に基づき、資産の価格変動、為替変動及び負債の金利変

動ほか、各種相場の変動による損失の可能性（リスク）を減殺することを目的にヘッジ取引を行って
おります。
また連結子会社につきましても概ね当社と同様であります。
（ヘッジ有効性評価の方法）
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して
おります。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

③ 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

④ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計への適用
当社および一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移
行することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において
創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し
が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に
関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、
繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税
並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。
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（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
「収益認識に関する会計基準」等の適用
１．会計方針の変更の内容及び理由
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ
り、製品の販売において、従来は総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供にお
ける役割（本人又は代理人）を判断した結果、純額で収益を認識する方法に変更しております。

２．遡及適用しなかった理由等
当該会計基準の適用については、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

３．連結計算書類の主な項目に対する影響額
当連結会計期間の売上高及び売上原価は4,460百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高
への影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」等の適用
１．会計方針の変更の内容及び理由
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

２．遡及適用しなかった理由等
当該会計基準の適用については、当該会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準
第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

３．連結計算書類の主な項目に対する影響額
連結計算書類に与える影響はありません。
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（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
・繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 175百万円
繰延税金負債 2,594百万円
再評価に係る繰延税金負債 861百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しておりま
す。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニングに基づ
く一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているかどう
かにより判断しております。
収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性を判断するにあたっては、一時差異等の解消見込
年度及び繰戻・繰越期間における課税所得を見積っております。課税所得は、将来の売上高や原料価格の
市況推移等の仮定に基づき、事業計画として見込んだ経常利益金額を、過去の計画の達成状況と整合的に
修正し見積っております。
当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要
な影響を与える可能性があります。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、少なくとも2023年３月期末までは継続する
と仮定し、繰延税金資産の回収可能性の判定を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

貯蔵品 892百万円
仕掛品等（注） 9,750百万円
建物及び構築物 7,620百万円
（うち財団抵当） （6,165）百万円
機械装置及び運搬具 23,985百万円
（うち財団抵当） （24,033）百万円
土地 33,546百万円
（うち財団抵当） （30,297）百万円
計 75,793百万円
（注）常に保管を要する金額を記載しております。

（2）担保に係る債務
短期借入金 27,617百万円
一年内償還予定の社債（銀行保証付無担保社債） －百万円
一年内返済予定の長期借入金 5,114百万円
長期借入金 14,743百万円
割引手形 837百万円
未払金 90百万円
長期未払金 －百万円
計 48,401百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 166,131百万円

３．受取手形割引高及び裏書譲渡高
受取手形割引高 1,165百万円
受取手形譲渡高 611百万円

４．契約資産及び契約負債の残高
顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、それぞれ以下のとおりです。
受取手形 8,125百万円
売掛金 18,726百万円
契約資産 145百万円

流動負債「その他」のうち、契約負債 174百万円
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５．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法、及び第５号に定める
不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しております。

再評価を行った年月日
当社 2001年３月31日
一部の国内子会社 2002年３月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

784百万円

（連結損益計算書に関する注記）
１．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は戻入額）が売
上原価に含まれております。 △65百万円

２．減損損失
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（百万円）

京都府宮津市ほか ニッケル製錬設備等

建物及び構築物 710
機械装置及び運搬具 2,830
土地 2,179
その他 15
計 5,735

栃木県宇都宮市 遊休資産 土地 51
計 51

合計 5,786

（減損損失を認識するに至った経緯）
大江山製造所におけるニッケル製錬設備等については、川崎製造所における高効率電気炉設備の導入に
伴う製造工程の変化により、従来の輸入ニッケル鉱石及び石炭を主体としたニッケル製錬事業の稼働率が
著しく低下した状態から回復する見込みがないため、回収可能価額まで固定資産の帳簿価額を減額しまし
た。
遊休資産については、正味売却価額が帳簿価額を下回るため、回収可能価額まで固定資産の帳簿価額を
減額しました。

（資産のグルーピングの方法）
当社グループは減損損失を把握するにあたって、事業用資産については各事業単位、遊休資産について
は個別物件単位で、それぞれグルーピングしております。
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（回収可能価額の算出方法）
大江山製造所におけるニッケル製錬設備等については、当該資産における正味売却価額が使用価値を上
回ることから、正味売却価額により測定しており、主として不動産鑑定評価額により評価しております。
遊休資産については、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額を基に算定しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 15,497,333株（うち自己株式数 412,899株）

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会 普通株式 456 30.0 2021年３月31日 2021年６月28日

2021年10月29日
取締役会 普通株式 604 40.0 2021年９月30日 2021年12月１日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2022年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ております。
① 配当金の総額 1,207百万円
② １株当たり配当額 80円
③ 基準日 2022年３月31日
④ 効力発生日 2022年６月29日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行借入及び
社債によることを方針としております。デリバティブについては、資産または負債の価格変動、金利変動
及び為替変動ほか、各種相場の変動による損失の可能性（リスク）を低減することを目的とし、デリバテ
ィブ取引をその手段として用いております。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク並びに金融商品に係るリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建て売掛債

権につきましては、為替の変動リスクに晒されておりますが、その一部を先物為替予約を利用してヘッジ
しております。信用リスクについては、当社グループ各社の債権管理規程に基づき、営業管理部門が中心
となって主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先の信用区分や取引相手毎の債権残高等を
管理することにより、リスクの軽減に努めております。投資有価証券は、主として業務上の関係を有する
企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクにつきましては、定期的に時
価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的
に見直しております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。このうち、外

貨建ての債務については為替の変動リスクに晒されておりますが、その一部を先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。
借入金のうち、短期借入金については運転資金に係る資金調達であり、社債、長期借入金及びファイナ

ンス・リース取引に係るリース債務、一部の長期未払金は、主として設備投資に係る資金調達を目的とし
たものであります。返済期限は最長で決算日後７年であります。このうち一部は金利変動のリスクに晒さ
れておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
当社グループのデリバティブ取引は、外貨建て営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを

目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワ
ップ取引等、及びニッケル原料等に係る商品相場の変動リスクに対するヘッジを目的とした商品デリバテ
ィブ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性
の評価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「４．
会計方針に関する事項 （5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 ② ヘッジ会計
の方法」をご参照下さい。
デリバティブ取引に係る信用リスクについては、取引相手先を信用力の高い国内銀行または国内商社に

限定しているため、相手方の契約不履行によるリスクは僅少であると考えております。また、その執行・
管理については、取引方法及び取引権限等を定めた管理規程に従い、実行されております。なお、連結子
会社についても概ね当社と同様であります。
また、営業債務や借入金等は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各部署からの報

告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新し、手許流動性維持を図るなどにより流動性リスクを
管理しております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を含んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2022年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含めておりません。また、現金は注記
を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、設備支払手形及び短期借入金について
は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 3,208 3,208 －
資産計 3,208 3,208 －

（1）長期借入金 27,054 26,925 △129
（2）社債 13,000 12,930 △70
負債計 40,054 39,855 △199
デリバティブ取引（＊） 38 38 －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、（ ）で示しております。

（注）１．市場価格のない株式等
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 888
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価
同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価
レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価
重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 3,208 － － 3,208

デリバティブ取引
通貨関連 － 42 － 42
資産計 3,208 42 － 3,250

デリバティブ取引
通貨関連 － 4 － 4
負債計 － 4 － 4

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 26,925 － 26,925
社債 － 12,930 － 12,930

負債計 － 39,855 － 39,855

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類
しております。

長期借入金
元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債
当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

合計ステンレス鋼板及び
その加工品事業

日本 109,843 109,843
中国 18,024 18,024
その他 21,058 21,058
顧客との契約から生じる収益 148,925 148,925
その他の収益 － －
外部顧客への売上高 148,925 148,925

２．収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、主として日本及び中国の顧客に対して、ステンレス鋼板及びその加工品の販売を行って
おります。ステンレス鋼板及びその加工品に関する取引の対価は、製品の引き渡し後、概ね３ヶ月以内に受
領しております。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

期首残高 期末残高
顧客との契約から生じた債権
受取手形 6,487 8,125
売掛金 12,938 18,726
計 19,425 26,851

契約資産 167 145
契約負債 139 174

契約資産は、主に顧客との工事契約について履行義務の充足に係る進捗度に基づき認識した収益額のう
ち未回収の対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子
会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、主に当社グループの製品販売にかかる顧客からの前受金に関連するものであります。契約
負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 4,121円13銭
１株当たり当期純利益 561円25銭

（重要な後発事象に関する注記）
当社は、2022年５月９日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。
（1）自己株式の取得を行う理由
株主還元の充実と資本効率の向上を図るため。

（2）取得に係る事項の内容
①取得対象株式の種類
当社普通株式

②取得し得る株式の総数
187,500株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.2％）

③株式の取得価額の総額
300,000,000円（上限）

④取得期間
2022年５月10日～同年５月31日

（その他の注記）
金額の端数処理
百万円未満を四捨五入して表示しております。
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま
す。）
市場価格のない株式等
…移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によ

っております。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づき算定しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認められる額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用は、その発生年度において一括償却しております。
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（4）環境対策引当金
ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等廃棄物処理に関する支出に備えるため、当事業年度末においてその金

額を合理的に見積もることができる額を計上しております。
（5）金属鉱業等鉱害防止引当金

金属鉱業等鉱害対策特別措置法に規定する特定施設の使用終了後における鉱害防止費用の支出に備える
ため、所要額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、主にステンレス鋼板及びその加工品の製造・加工・販売を行っております。このような製品の販
売については、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。国内の販売においては、出荷時か
ら当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）繰延資産の処理方法

社債発行費については社債償還期間（5年間）にわたり均等償却しております。
（2）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たして
いる場合には振当処理を採用しており、金利スワップ取引について特例処理の要件を満たしている場合
には特例処理を適用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
為替オプション取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
通貨スワップ取引 外貨建取引及び外貨建予定取引等
商品デリバティブ取引 原材料及び買掛金
金利スワップ取引 借入金

③ ヘッジ方針
当社の社内規程である「ヘッジ取引規程」に基づき、資産の価格変動、為替変動及び負債の金利変動

ほか、各種相場の変動による損失の可能性（リスク）を減殺することを目的にヘッジ取引を行っており
ます。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
の累計または相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しており
ます。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

（3）連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。
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（4）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計への適用
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、「所

得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及
びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度
からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年
３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28
号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前
の税法の規定に基づいております。
なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに
税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示
に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）を適用する予定であります。

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更）
「収益認識に関する会計基準」等の適用
１．会計方針の変更の内容及び理由
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

２．遡及適用しなかった理由等
当該会計基準の適用については、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益
剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

３．計算書類の主な項目に対する影響額
計算書類に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」等の適用
１．会計方針の変更の内容及び理由
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

２．遡及適用しなかった理由等
当該会計基準の適用については、当該会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準
第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
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３．計算書類の主な項目に対する影響額
計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計

算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
・繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債 4,155百万円
再評価に係る繰延税金負債 339百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）・繰延税金資産の回収可能性」に記載した内容と同一であり

ます。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

貯蔵品 892百万円
仕掛品等（注） 9,750百万円
建物 5,912百万円
構築物 1,424百万円
機械及び装置 22,999百万円
土地 30,094百万円
計 71,071百万円
（注）常に保管を要する金額を記載しております。

（2）担保に係る債務
短期借入金 25,447百万円
一年内返済予定の長期借入金 4,824百万円
長期借入金 14,391百万円
未払金 90百万円
計 44,752百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 145,368百万円
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３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 15,606百万円
短期金銭債務 5,954百万円
長期金銭債権 21百万円

４．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３

号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法、及び第５号に定める
不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しております。

再評価を行った年月日 2001年３月31日
再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△353百万円

５．圧縮記帳
国庫補助金受入により、建物28百万円、機械及び装置1,136百万円の圧縮記帳を行っており、貸借対照表

計上額はこの圧縮記帳額を控除しております。
なお、このうち当事業年度の圧縮記帳額は機械及び装置700百万円であります。

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 53,225百万円
仕入高等 16,602百万円
営業取引以外の取引による取引高 779百万円

２．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損（△は戻入額）が売上原
価に含まれております。

△82百万円
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３．減損損失
当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額（百万円）

京都府宮津市ほか ニッケル製錬設備等

建物及び構築物 704
機械装置及び運搬具 2,622
土地 2,161
その他 10
計 5,498

（減損損失を認識するに至った経緯）
大江山製造所におけるニッケル製錬設備等については、川崎製造所における高効率電気炉設備の導入に
伴う製造工程の変化により、従来の輸入ニッケル鉱石及び石炭を主体としたニッケル製錬事業の稼働率が
著しく低下した状態から回復する見込みがないため、回収可能価額まで固定資産の帳簿価額を減額しまし
た。

（資産のグルーピングの方法）
当社は減損損失を把握するにあたって、事業用資産については各事業単位、遊休資産については個別物
件単位で、それぞれグルーピングしております。

（回収可能価額の算出方法）
当該資産における正味売却価額が使用価値を上回ることから、正味売却価額により測定しており、主と
して不動産鑑定評価額により評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 408,466株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金繰入額損金算入超過額 2,512百万円
賞与引当金繰入額損金算入超過額 281百万円
貸倒引当金繰入額損金算入超過額 1百万円
投資有価証券評価損否認額 1,000百万円
減損損失 2,592百万円
土地再評価差損 119百万円
税務上の繰越欠損金 343百万円
その他 468百万円
繰延税金資産小計 7,316百万円
評価性引当額 △3,694百万円
繰延税金資産合計 3,622百万円
繰延税金負債
土地再評価差益 339百万円
合併による土地再評価差額金 337百万円
分社による土地再評価差額金 7,192百万円
その他 249百万円
繰延税金負債合計 8,117百万円
繰延税金負債の純額 4,494百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等
種類 会社等の名称 議 決 権

所 有 割 合
関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 ナストーア
株 式 会 社 直接 100％

当社製品の販売 製品の販売 (注1) 2,118 百万円 売 掛 金 107 百万円
受 取 手 形 911 百万円

資金の援助 受取利息 (注2) 5 百万円 短 期 貸 付 金 350 百万円

資金の活用 資金の預り(注3) ― 預 り 金 100 百万円
支 払 利 息 0 百万円

子会社 ナ ス 鋼 帯
株 式 会 社 直接 100％

当社製品の販売 製品の販売 (注1) 6,021 百万円 売 掛 金 472 百万円
受 取 手 形 1,796 百万円

資金の活用 資金の預り (注3) ― 預 り 金 724 百万円
支 払 利 息 1 百万円

子会社 ナ ス 物 産
株 式 会 社 直接 100％

当社製品の販売 製品の販売 (注1) 42,634 百万円 売 掛 金 2,811 百万円
受 取 手 形 5,909 百万円

当社製品の原料等購入 原料等の仕入(注4) 10,972 百万円 買 掛 金 2,430 百万円
支 払 手 形 361 百万円

資金の活用 資金の預り(注3) ― 預 り 金 479 百万円
支 払 利 息 2 百万円

配当金の受取 配 当 金 の 受 取 160 百万円 ― ―

子会社 ナスエンジニアリング
株 式 会 社 直接 100％ 設備設置工事等

の施工 設備設置工事等の施工 936 百万円 設 備 支 払 手 形
未 払 金

295
41
百万円
百万円

子会社 ナステック
株 式 会 社 直接 100％ 配当金の受取 配 当 金 の 受 取 68 百万円 ― ―

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しており

ます。
（注２）資金の貸付については、土地・建物等を担保として受け入れております。
（注３）資金の預りについては、当社がグループ会社に提供するキャッシュマネジメントシステムに係るもので

あります。また、資金の決済が随時行われており、取引金額としての把握が困難であるため、期末残高
のみを記載しております。

（注４）原料等の仕入れについては、ナス物産株式会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘
案して発注先及び価格を決定しております。
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（収益認識に関する注記）
・収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表と同一であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 3,636円89銭
１株当たり当期純利益 445円28銭

（重要な後発事象に関する注記）
連結注記表と同一であります。

（その他の注記）
金額の端数処理
百万円未満を四捨五入して表示しております。
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